予算要求資料
令和２年度６月補正予算　　支出科目　款：総務費　 項：企画開発費　 目：交通対策費
	事業名　新 地域公共交通感染防止対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
都市建築部 都市公園整備局 公共交通課 地域交通係
電話番号：058-272-1111（内2732）
E-mail：c11134@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     182,610千円（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
予算額
	182,610
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	182,610

	決定額
	182,610
	182,610
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　 ・地域公共交通等は、県民が安心して通勤・通学・通院等ができるよう、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を講じながらサービス提供が継続されることが必要である。
　 ・このため、地域公共交通事業者等が十分な感染防止対策を講じることができるよう、車両等の衛生対策や設備整備等への支援を行い、公共交通の感染防止対策を万全なものとし、地域輸送や観光等の旅客輸送等の維持継続を図る。
（２）事業内容
　ア　地域公共交通等感染防止対策事業費支援金
・車両の感染防止対策への支援
地域公共交通事業者等が全車両において新型コロナウイルス感染症防止対策に取り組むことができるよう定額を支援。４（１）の国事業の財源（補助率：国１／２、事業者１／２）としても活用可能とする。
　　
【対象事業者】
　　　・県内の地方鉄道事業者（樽見鉄道、明知鉄道、長良川鉄道、養老鉄道）
　　　・県内のバス（乗合・貸切）事業者
　　　・県内のタクシー事業者
      ・県内の自動運転代行事業者

　　【対象経費】
　　　・車両の抗菌・抗ウイルス対策
　　　・運転席の間仕切り等の設置
　　　・非接触赤外線体温計等の整備
　　　・駅・ターミナル等の衛生対策　など
イ　タクシー事業者キャッシュレス決済等推進事業費補助金
　　新たに非接触ＩＣカード決済端末の導入や飲食店の宅配サービスの運送に取り組むタクシー事業者を支援する。
【対象事業者】

　・県内のタクシー事業者
【対象経費】
　・非接触ＩＣカード決済端末の導入
　・宅配サービスの運送に必要な保冷装置等の導入　
　ウ　感染防止対策啓発事業
　　　　県民が安心して公共交通を利用できるよう、適切な感染防止対策を講じたことを示すステッカーを事業者に配布し、対象車両に貼付し啓発する。
（自動車運転代行業は除く）

（３）県負担・補助率の考え方
　ア  地域公共交通等感染防止対策事業費支援金
　　　  交付率：定額　地方鉄道        80千円／車両１台
　　　　  　　　　　　バ　　ス        80千円／車両１台
　　　　　  　　　　　タクシー        10千円／車両１台
                      自動車運転代行　10千円／随伴車両１台

イ  タクシー事業者キャッシュレス決済等推進事業費補助金
　　　  補助率：1/2　 タクシー 上限額15千円／車両１台
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	印刷製本費
	300
	感染防止対策啓発用ステッカーの作成

	役務費
	80
	ステッカー送付代

	補助金
	30,030
	タクシー事業者が非接触ＩＣカード決済端末の導入や飲食店の宅配サービスの運送に取り組む経費に対する支援

	交付金
	152,200
	地域公共交通事業者等が感染防止対策に取り組む経費に対する支援

	合計
	182,610
	


	　決定額の考え方　
　財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項
（１）国・他県の状況
　　　＜国＞
　　　・二次補正予算において、新型コロナウイルス感染防止対策のために必要な経費として、「地域公共交通における感染防止対策」を計上。
　　　・現行の地域公共交通確保維持改善事業に感染防止対策メニューを追加し、駅・車両等の設備の衛生対策や、車内等で密度を上げないよう配慮した運行等の実証事業に要する経費等に対し支援を実施。
・補助対象者は地域公共交通事業者（鉄道・バス・タクシー）
＜他県＞
東京都：タクシー、バス事業者が行う車両等の衛生対策や設備整備等の感染防止対策に要する経費に対し補助

（２）後年度の財政負担
　　　無　
県単独補助金事業評価調書
	· 新規要求事業

	· 継続要求事業


	補助事業名
	・地域公共交通等感染防止対策事業費支援金
・タクシー事業者キャッシュレス決済等推進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	県内地方鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者及び自動車運転代行事業者
（理由）地域公共交通等の感染拡大を防止するためには、各事業者に十分な予防対策を講じてもらう必要があるため。

	補助事業の概要
	（目的）地域公共交通等の感染防止対策を万全なものとし、地域輸送や観光等の旅客輸送等の維持継続を図る。
（内容）地域公共交通事業者等が感染防止対策に取り組む経費を支援する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）・地域公共交通等感染防止対策事業費支援金：地方鉄道80千円／台、バス80千円／台、タクシー10千円／台、自動車運転代行10千円／台

　　　 ・タクシー事業者キャッシュレス決済等推進事業費補助金：補助率1/2、上限額15千円／台

	補助効果
	地域公共交通等の感染防止対策の充実

	終期の設定
	令和2年度


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　地域公共交通事業者等における感染防止対策を促し、公共交通の感染防止対策をより万全なものとする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(R1年度末)
	目標

(終期)

	1 業界ごとの感染予防染対策ガイドラインに示された感染防止対策を講じた事業者数（事業開始前比）
	0
	全事業者で実施


	
	R2年度（要求）

	補助金交付実績
	

	指標①目標
	

	指標①実績
	

	指標①達成率
	


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　・緊急事態宣言等で地域公共交通等の需要が大きく減少し、経営に大きな影響を生じている公共交通事業者等の感染防止対策の取組みに対し、支援が必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	地域公共交通等は、県民生活や経済活動を支える重要なインフラであるため、各事業者に十分な予防対策を講じてもらうことが肝要であり、コロナウイルス感染症により経営に大きな影響を生じている公共交通事業者への支援が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（事業の見直し検討）

	　


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）



